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第３章 リハビリテーション専門職活用に向けた切り口 

市町村事業等において、リハビリテーション専門職が関わった事例について掲載します。

関わった事業については以下の内容となっています。 

 

Ⅰ 市町村事業 １ 総合事業 通所型サービス C と家屋評価を組み合わせた事業展開 

訪問型サービス C を利用し自立支援が行えた事例 

２ 一般介護予防事業 行政職員とリハビリテーション専門職の関係づくり 

３ 地域ケア会議 自分の思いを語るところから始まる地域づくり 

～山梨市介護保健課との協働～ 

地域ケア会議を経て多事業と連動しリハビリテーション

専門職を活用した事例 

４ 認知症対策 地域の講座依頼から繋がる地域づくりの１歩 

～山梨市地域住民との関係づくり～ 

Ⅱ 社会福祉協議会事業 １ サロン活動 個々の事業を繋ぎ合わせて相乗効果を狙う 

Ⅲ 山梨県リハビリテーシ

ョン支援センター事業 

１ ＰＴ・ＯＴ・ＳＴバンク 事業を活用して専門職を継続的に派遣依頼 

Ⅳ 顔の見える関係から伴

走支援への展開 

１ リハビリテーション専門職が“できること”をプレゼン 

２ 行政とリハビリテーション専門職の仲間づくり 

３ 住民として参加したイベントから地域づくりに繋がる 

４ 長期的な関わりの中で見えてくる地域づくり介入（小菅村への介入） 

※事例内容については、フォーマット等提供していただいた内容をそのまま掲載しています。 

Ⅰ-１ 

Ⅰ-４ 

Ⅳ-１，２，３，４ 

Ⅲ-１ 

Ⅰ-３ 

Ⅰ-２ 

Ⅱ-１ 
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訪問型サービスＣを利用し自立支援が行えた事例 

【訪問型サービスＣについて】 

訪問型サービスＣとは、介護認定で要支援１・２又は事業対象者の認定を受けている方に

対して、行っている介護予防・日常生活支援総合事業です。平成３１年４月より山梨市からの

委託事業として開始し、令和５年１０月現在、訪問型サービスＣの述べ人数は１６名となってい

ます。目的は、リハビリテーション専門職である、理学療法士や作業療法士、言語聴覚士らが、

「いつまでも住み慣れた地域でいきいきと自分らしい生活が送れるように、利用者の方ととも

に目標を設定し、短期集中的に生活機能向上のためのトレーニングを行い、利用終了後も

継続して介護予防に取り組んでいくこと」です。利用期間は、約３か月間（全６回又は１２回）

であり、１回４０分としています。 

 

【事例紹介】 

＜基本情報＞ 

氏名：A様、性別：女性、年齢：77歳、疾患名：右肋骨骨折、介護保険認定情報：事業対象者 

＜生活状況と現病歴＞ 

畑から１ｍ下の川に転落し受傷され、令和4年11月7日から11月26日まで入院していまし

た。退院後日常生活動作は入浴の見守り以外は自立して行えていますが、入院による体力

低下、筋力低下、骨折による行動範囲の制限がありました。また体力低下による症状悪化が

将来に対しての不安となっていることから訪問型サービスCの依頼があり開始しました。受

傷前は車の運転や通所系サービスも利用していました。 

＜訪問型サービスＣの経過＞ 

実施日 

評価項目 

サービス開始時 

(令和４年１２月１４日) 

サービス終了時 

(令和５年３月１５日) 

握力(最大値：Kｇ) 右：22.5 左：20.5 右：22.0 左：22.0 

立ち上がりテスト(１０回) 

基準値：２０秒以内(７０代) 

21.44 秒 16.17 秒 

開眼片脚立位 右：17.66 秒 左 8.56 秒 右：35.90 秒 左：60 秒以上 

痛みの評価

(NRS:Numerical Rating 

Scale) 

NRS:2～3 

1～2 時間座っている時や立って作

業をしていると胸腰背部に鈍痛があ

る。 

NRS:0～1 

骨折部の痛みなし。受傷前の腰痛

が長時間作業していると少し痛む。 

ＴＵＧ(Time up＆Go test) 

基準値：13.5 秒以内 

7.98 秒 6.20 秒 

令和4年12月14日から令和5年3月15日までの合計12回利用しました。元々、日常生活

動作全般自立されており、筋力低下や体力低下から、受傷前に行えていた近所の散歩や車

の運転が行えなくなっていました。疲労時や疼痛時の自主トレーニング指導や自宅周囲の屋

外歩行練習を中心に行いました。徐々に身体機能及び日常生活動作能力の向上が行え、自
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主トレーニングとして散歩も行えるようになり、車の運転も家族の協力のもと実施できるよう

になったため、目的を達成しサービスを終了することができました。 

サービス終了後は自主トレーニングの継続を行い、今後は自身の運転で運動ができる通

所系サービスの利用も検討されています。 

 

【訪問型サービスＣにおける課題】 

課題として、終了後に地域事業へ参加する方が少なく、訪問型サービスCの利用のみで終

了する方が多くなっています。サービス終了後に提示できる地域事業を紹介するためにも、

山梨市の地域包括支援センターや生活支援コーディネーターとの連携も必要であり、当事

業所としても地域事業についての情報収集を行う必要があると考えられます。また、限られ

た期間の中で目標が達成できずに終了してしまうケースもあったため、訪問型サービスCを

利用する上での目標設定の見直しや課題達成が出来なかった後の通所系・訪問系サービス

等の紹介も必要があると考えられます。依頼に関して、身体機能の低下に対する依頼が多い

が、日常生活支援総合事業であるため日常生活動作や日常生活関連動作に対しての動作

指導や環境調整などもサービスの一つとして必要性があることも伝えていくことや、日常生

活支援や介護予防の中に認知機能の把握や認知機能低下予防も必要であることを知って

もらうことも必要と考えられます。 
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介護予防教室に参加した住民の中には、リハビリ専門職の見立てから医療や介護のサー

ビスが必要と思われるにもかかわらず、サービスに繋がっていない、そもそも問題が生じて

いることに本人やご家族が気づいていない現状がある。また、実際にリハビリ専門職が地域

に赴き教室を開催することは、介護予防教室の開催場所までの移動手段や開催場所の環境

等における問題に気づくことができ、その環境の中で住民が支え合いながら生活をしている

状況を把握することができるという利点がある。必要な方に必要なサービスを受けていただ

く、また地域の中で問題を共有して住民同士の互助の力で支え合う体制を構築していくため

には、介護予防教室を通して得た情報をリハビリ専門職の中で留めておくのではなく、直接、

行政職員と言葉を交わしながら情報を共有することが重要であると考える。 

行政職員も住民の通いの場の担当者とリハビリ専門職を繋ぎ合わせて介護予防教室へ

派遣するという調整にとどまらず、リハビリ専門職の目を通して見えてくる地域課題等の情

報を、行政が積極的に収集するようにしていけると良い。そうすることで、次年度以降のリハ

ビリ専門職による介護予防教室のプログラム等を、より地域の現状に則したものへと改訂し

ていくことができると考える。 

このように、リハビリ専門職はいわゆる「介護予防教室の“体操の先生”」という立場だけで

なく、住民の状態や地域の現状を知りうる「地域づくりにおける情報源」という役割の要素も

持ち得ている。リハビリ専門職を体操の先生として活用することに留まらず、積極的に地域

の情報を聞き出すことにも活用していけると良いと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

18 

 

３ 地域ケア会議 

自分の思いを語るところから始まる地域づくり ～山梨市介護保険課との協働～ 

【きっかけ】 

自立支援型地域ケア会議の助言者として会議に出席した後に、市町村の介護保険課の職

員と地域課題について雑談をする機会があった。その雑談の中で、地域におけるコミュニテ

ィづくりの話題となった。その話の中で、生活支援体制整備事業と重層的支援体制整備事業

について、なかなか、庁内での理解やどのような形で事業を展開していけば良いのか分から

ないことが多いことを知った。そこで、市町村職員を対象に事業の理解と山梨市での展開に

ついてどのようにしていくべきかを一緒に勉強していきませんかと提案をさせてもらい、コミ

ュニティが強化されてつながることで孤独・孤立する人を作らない地域をつくるができるので

はないかと熱い話になった。 

 

【内容・経過】 

地域づくりについての熱い話をきっかけ

に行政の介護保険課の職員から庁内職員

に対して、生活支援体制整備事業と重層

的支援体制整備事業の違いについて話を

してほしいとの依頼を頂く。そこで、庁内職

員と簡単なワークショップを行いながら事

業内容について理解を深める時間を設け

た。庁内職員からは理解できたことと、今

後の自分たちが行うべきことについて整理

することができたとの反応を頂いた。研修後には、生活支援体制整備事業の第１層協議体の

コーディネーターの依頼を受ける流れとなった。 

 

【今後の展開】 

庁内学習会を経て、第１層協議体のコーディネーターの依頼を受ける。市町村が考える協

議体の位置づけと事業の整理を一緒に行い、考え方や目線を同じになるように話し合いの

場を何回も重ねるようにした。その後、年３回開催される第１層協議体のコーディネーターを

行い、地域で「孤独・孤立をつくらない」をテーマに毎回、熱いディスカッションが生まれる会

議となった。 

また、第１層協議体の会議に参加することにより、地域でコミュニティ活動を行っている第

３層協議体の方々とも対話する機会を設けることができた。その対話の中で地域の実情や

課題について確認することができ、地域で活動しているコミュニティ同士がもっと情報を共

有して、地域課題に自分たちで出来ることに取り組むことが大切であることを再認識する機

会にもなった。その結果、一緒にコミュニティ同士をつなぐ会を設立して第２層協議体として

庁内ワークショップ 
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コミュニティ連絡会を定例で実施できるようになり、コミュニティ活動とその活動同士のネット

ワークが強化される仕組みも作ることができるようになった。 

 

【リハビリ専門職の活用】 

市町村職員と話をする時に専門職として何ができるのか、どのように支援していきたいか

を自分の言葉で伝えられる準備を常日頃から行っていくことが大切である。様々な事業にリ

ハビリ専門職の活躍の場がある。しかし、その事業だけではなく、今後どのように事業を展開

していくべきか、その事業は市町村事業のどの位置にあるのかをＩＣＦをまとめるかのように

して地域の全体像を把握するかが大事になってくる。そして、いつでも市町村職員と対話で

きる準備をしていくことは意味あることとなる。 

リハビリ専門職が関わる患者・利用者は地域住民でもあり、その障がいをもっている人や

高齢で支援を要す人が地域にもどった後、どのような地域であればつながりを断つことなく、

その人らしい暮らしを実現することができるだろうか。そのような視点を持って市町村職員と

対話していくことがこれからのリハビリ専門職に求められることになるといえる。 
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地域ケア会議を経て多事業と連動しリハビリテーション専門職を活用した事例 

ＰＴ・ＯＴ・ＳＴバンク（以下ＰＯＳバンク）からの派遣により甲府市自立支援型地域ケア会議

に助言者として出席した際に、共に会議に助言者として参加していた行政職員と知り合うき

っかけをいただいた。甲府市自立支援型地域ケア会議には、助言者として理学療法士・作業

療法士・言語聴覚士のリハビリテーション専門職（以下 リハビリ専門職)の他、市福祉保健

部健康支援室より、保健師や管理栄養士、歯科衛生士も出席し、多職種で検討をしていくこ

ととなっている。また甲府市においては年度末に、当年度に実施した地域ケア会議の振り返

りとして、出席者を集めて会議の振り返りを実施している。地域ケア会議の実際の助言場面

や振り返りを通して、多職種にリハビリ専門職の専門性を知っていただく機会を設けること

ができている。 

 

甲府市自立支援型地域ケア会議に出席した言語聴覚士は、会議への出席と時を同じくし

て、甲府市社会福祉協議会よりＰＯＳバンクを経由してすこやか地域サポーター養成講座の

講師依頼を受ける。この講座は甲府市内５地区で開講され、サロンを運営する担い手である

すこやか地域サポーターを養成する講座である。この講座に市福祉保健部健康支援室地域

保健課課長補佐（保健師）が見学に来られ、地域ケア会議で助言者として参加していた言語

聴覚士の専門性をあらためて知っていただくことができたことで、同課食育係が実施するフ

レイル予防事業（おいし食・楽しく・元気塾）へ、言語聴覚士の立場として口腔機能低下予防

や食事と絡めた社会参加の支援等での参画を依頼される。令和元（２０１９）年より参画したフ

レイル予防事業は、リハビリ専門職が保健師や管理栄養士・歯科衛生士と協働し、甲府市民

のフレイル予防を半年かけて支援していく事業として毎年実施されている。また、フレイル予

防事業を実施していく中で課長補佐（保健師）より同課地域保健係の地区担当保健師を紹

介され、「あなたの地区（まち）の出張保健室」に関与する事となる。この事業は地区で開催さ

れる健康まつりや健康教室、公民館等へ地区担当保健師が出向き、健康相談を受ける事業
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そこでは、「人生１００年時代 認知症を知ろう」

と題して健康とは何か、認知症とは何か、そして

住民同士のつながり、地域共生型社会、孤独・

孤立をつくらない支え合いの考え方についても

講義をさせていただいた。その講話を通して住

民一人ひとりの意識変化とともに継続的に地域

づくりについて一緒に考えていくことを約束し

た。 

 

【リハビリ専門職の活用】 

リハビリ専門職と地域とのつながりについては、１つの講義から始まることもあると思われ

る。講義の内容は依頼もとによるとは思われるが、そこでどこまで地域視点を意識して講義

を組み立てていけるかがポイントと考える。ただ講義をするのではなく、地域課題は何か、地

域は何を求めているかを事前の打ち合わせでも確認して、その点を講義内容に盛り込み地

域課題に寄り添う姿勢が大切といえる。また、リハビリ専門職として協力ができることや何が

できるかを明確にアピールすることも重要であると考える。以上の点を考慮して講義一つ一

つを丁寧に受けていくことにより、市町村などの行政だけでなく、地域住民と直接関係性を

築くことができ一緒に考える場を設けることができるといえる。このように地域づくりの１歩を

踏み出すことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


